


































































































































































































　第11項にいう「緊密な監督」とは、第 4 項とあわせ読むと、第 1 段階とし
て加盟国が自身の実施状況に関わる国家報告書を決議採択から半年以内に提














表 1 - 1 　安保理決議1540の採択段階の国際実施
加盟国 1540委員会 安保理




















































項で求められる要素を列挙した表で、 1 ヵ国につき 1 つ用意された（当時は
191ヵ国、現在は193ヵ国）。国家報告を中心に、IAEA や OPCW からの情
報や政府の公式ウェブサイトにも依拠しながら、当該国の国内法に各要素が




















































い。たとえば国家報告書の未提出国のなかには、WMD および WMD 関連
物資を保有していないことから報告事項がないと考える国が一定数存在して
いたが、1540委員会は「すべての国による完全な実施」（full implementa-





























する報告」である。構成は、Ⅰ. 導入、Ⅱ. 作業の組織、Ⅲ. 報告および国家
報告書の検討、Ⅳ. 立法データベース、Ⅴ. 履行の状況、Ⅵ. アウトリーチ活


































員会の任務を 2 年間延長し（第 4 項）、1540委員会の中核的な任務を「すべ
ての国による完全な決議の実施を促進する努力を強化すること」と規定した
（第 5 項）。その具体的な作業として履行に関する情報の整理 （compilation）、 


































































5. 他の国際機関との協力 対抗テロ委員会や IAEA や OPCW との協力関係を構築した。
6. 透明性の確保 ウェブサイトの作成や議長ブリーフを行った。
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日程 2009年 9 月30日～2009年10月 2 日の 3 日間





















































































































































　さらに、活動期限が10年間延長され、2021年 4 月25日までとされた（第 2
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の計画的な活動の中心的要素が、総括・年次報告書方式である。決議1977で
は、 5 年毎の総括の実施を決定すると同時に（第 3 項）、年次報告の提出を
1540委員会に要請している（第 9 項）。ここでは2009年総括のように総括が
報告書を補完するという関係性は採用されず、これまでと同様の1540委員会
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通報しなければ

































































総括の主要目的 1. 実施に関する実際的かつ適切な行動の特定2. 1540委員会の活動分析・必要な任務の変更の勧告
日程 2015年 5 月～2016年11月
参加者
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を引き継いで具体化しつつ、同報告書を踏まえて新たな要素を盛り込んだ。
　まず、上述した第二の要素が正面から取り入れられ、科学技術や国際通商
4 4 4 4 4 4 4 4 4
の急速な進展を利用して













































































































































































































































うした基準のもとで、専門家の内 6 人は常任理事国 5 ヵ国およびドイツ出身
の専門家を中心に構成されている。他方で、広範な地理的配分にも配慮する


























































































た。第 1 サイクルは決議1540採択から決議1673まで、第 2 サイクルは決議
1810まで、第 3 サイクルは決議1977までである。第 2 ・第 3 サイクルは表






3 サイクルであるが、第 3 サイクルでは総括が2008年報告書を補完するとさ
れた点で、過渡期にあったといえよう。さらに、2016年総括までの間は第 4
表 1 - 2 　安保理決議1673・1810における国際実施サイクル
加盟国 1540委員会 安保理











表 1 - 3 　安保理決議1977における国際実施サイクル
加盟国 1540委員会 安保理












































































































































































































①安保理決議1540 SC/RES/1540（2004） 2004年 4 月28日
②作業指針 2004年 8 月13日







④安保理決議1673 S/RES/1673（2006） 2006年 4 月27日







⑥安保理決議1810 S/RES/1810（2008） 2008年 4 月25日
⑦「安保理と法の支配」報告書 A/63/69-S/2008/270 2008年 5 月 7 日













⑩安保理決議1977 S/RES/1977（2011） 2011年 4 月20日
⑪専門家グループ報告書 S/2011/819 2012年 1 月 5 日
⑫安保理決議2055 S/RES/2055（2012） 2012年 6 月29日
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